




 

 

 

（１） 報告を求める事項の追加・削除 
ア 「キ 現在の住居における居住期間」及び「ク ５年前の住居
の所在地」の追加に係る審査メモで示された確認事項に対する回
答 

 

調査事項及び調査結果の集計方法や内容の有効性についての検討はどのようにな

され、その検討結果はどのようなものか。震災による人口移動と震災以外の理由によ

る人口移動とをどのように区別するのか、複数回の転居を行っている世帯の転居の状

況の把握方法等 

 

１ 調査事項について 

（１）平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う津波や原子力発電

所事故（以下、「東日本大震災」という。）の影響により、その地域に住んでいた

人が避難等で移動するなど、平成 22 年調査から人口の移動状況が大きく変化し

ている。その状況を把握することにより、被害状況の把握・影響の推計や、その

後の復興計画の策定などへの利用を期待している。 

（２）「現在の住居における居住期間」は、地域の移動状況を測る上で重要な統計で

あり、人口移動の傾向予測や、当該地域における計画の方向性を定めるための基

礎資料としての活用が考えられる。また、「5年前の住居の所在地」は、人口移動

傾向を詳細に把握するために不可欠な統計である。とりわけ、東日本大震災の被

災地に居住していた人々の震災後の居住地を把握することは、より正確な地域別

将来人口推計を行う上で極めて重要であると考えられる。 

（３）平成 27 年国勢調査の企画に関する事項、調査環境、調査の広報など、国勢調

査に関する様々な課題について、有識者や関係者と検討を進めるため、「平成 27

年国勢調査有識者会議」を開催している。また、有識者会議の下に企画・環境・

広報のワーキンググループを設置して、各課題に機動的な検討を行ってきた。 

 

２ 集計関係について 

（１）東日本大震災は、平成 27 年国勢調査調査日の約４年７か月前に発生した。(東

日本大震災：平成 23 年３月 11 日、平成 27 年国勢調査：平成 27 年 10 月 1 日) 

平成 27 年調査の人口移動集計では、震災の影響による移動を直接把握できな

いものの、「現在の住居における居住期間」が｢１年未満｣及び｢１～５年未満｣の

者に限定して集計することで、震災により移動した者や３か月以上別地域に避難

した後、震災前に住んでいた自宅に戻ってきた者の数をより正確に把握できると

考えている。 

（２）また、「現在の住居における居住期間」の選択肢が平成 22 年調査と同じである

ことから、22 年調査結果でも同様の集計を行うことができ、例えば長年同じ所に

住んでいた者が震災の影響により移動せざるを得なかった状況、つまり居住期間

が長い者の減少、居住期間が短い者の増加など居住期間の時系列変化の把握が期

待できる。さらに、これまでの大規模調査年に実施してきた調査事項を踏襲する
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ことで、これまでの結果と比較することによって、集計結果の変化として、震災

の影響をとらえることが可能となるほか、被災地域のみならず、全国における世

帯の移動状況も提供できる。 
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（１） 報告を求める事項の追加・削除 
イ 「テ 住宅の床面積」の削除に係る審査メモで示された確認事
項に対する回答 

 

 

本調査事項について、大規模調査及び簡易調査双方において把握する調査事項（５

年周期）から、大規模調査でのみ把握する調査事項（10 年周期）に変更した場合、

統計利用者の結果利用の観点から支障は生じないか。 

 

1990 年世界人口・住宅センサスの一環として、平成２年調査から「住宅の床面積」

を国勢調査の調査事項として調査を実施してきたところであるが、各府省及び地方公

共団体においても、利用ニーズが低下しているところである。 

 

表 各府省、地方公共団体おける国勢調査の結果利用状況（住宅の床面積） 

実施年 各府省 地方公共団体 

平成 12 年 4.7％ 10.1％ 

平成 17 年 7.1％ 8.3％ 

平成 22 年(注) 4.8％ 4.7％ 

注：平成 22 年調査において、世帯による坪、㎡を記入する仕組みから、㎡の範

囲を設定し、該当箇所のマークを塗りつぶす、選択制に変更。 

 

 

一方、最大のユーザーである住宅・土地統計調査の標本設計段階において、この「住

宅の床面積」の結果を平成 10 年まで使用していたが、標本設計を平成 15 年から変更

したことにより、国勢調査で把握した「住宅の床面積」の結果を利用していない。 

また、標本調査の大規模調査として実施している住宅・土地統計調査の結果を踏ま

えれば、対応が可能と考えている。（別紙参考） 

しかしながら、少なからず利用者のニーズもあることから、今回の簡易調査年では

取りやめることとし、次回の大規模調査の企画検討段階において利用者のニーズ等も

踏まえ、調査事項としてとらえるかの可否を検討する。 
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（別紙） 

住宅・土地統計調査における結果集計について 

 

 

住宅・土地統計調査は、昭和 23 年から５年ごとに実施している基幹統計調査で、

我が国の住宅とそこに居住している世帯に関する実態等を調査・把握し、その現状と

推移を全国及び地域別に明らかにする統計調査である。調査は、全国の約 350 万住戸

（約１５分の１）を対象としており、世帯調査においては、国勢調査に次いで大規模

な統計調査となっている。 

 

調査の結果は、全国、都道府県別の結果のみならず、市区及び人口１万５千人以上

の町村についても作成・提供している。市区町村別結果の提供範囲を人口ベースで考

えると、全国の約９７パーセントをカバーしていることになり、住宅・土地統計調査

は、住宅事項に関する国勢調査とも考えられる。 

 

また、住宅・土地統計調査では、住宅事項のみならず、世帯事項についても調査し

ており、「家族類型」、「世帯類型」など、国勢調査と同様の集計区分で結果を作成し

ている。これらの世帯事項と床面積とのクロス結果表も作成・提供している。 

 

なお、両調査における床面積に関する全国ベースの結果表数は、以下のとおり。 

・国調（平成２２年）：１６表 

・住宅（平成２０年）：１７表 
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（２） 報告を求めるために用いる方法の変更等 
ア 調査組織の変更に係る審査メモで示された確認事項に対する回
答 

 

市町村が調査実施上の指導を行う場合、調査員に対しては、直接実施し得るもので

ある一方委託契約により住宅等の管理人等に調査員業務を行ってもらう場合、当該管

理会社等を通じ管理人等に対し指示を伝えることとなる。 

この点に関して試験調査において、調査実施上の問題等は生じなかったのか。 

 

１ 平成 27 年国勢調査第２次試験調査の結果 

（１）マンション管理会社との委託契約による調査の実施状況 
ア 実施した調査区 

東京都中央区内のマンションのみで構成する調査区（２調査区） 
イ 実施した調査区（マンション）の状況 
○ 分譲マンション（オートロックではない）であるが、賃貸で貸している住居もある。 
○ 子供や高齢者に関係なく、住民から管理人に挨拶してくれる人が多い。 

ウ 調査の状況 
○ マンション内の４カ所（掲示板，エレベーターの中など）に、掲示用ポスターなどを早め
に掲示したため、世帯を訪問したときに調査のことを認識している世帯が多かった（事前掲
示の効果は高かった）。 

○ 全体的には協力的であったが、昼間留守の世帯が多く、朝や夜に訪問しないと回収率は上
がらない状況であった。 

○ 実際に会って調査票を渡せたのは半分くらいで、残りは留守のため連絡メモを活用しなが
ら、配布した。 

○ インターネット回答の期限を忘れてしまい、紙で提出した世帯があった。 
○ 調査員に提出された調査票は１件を除いて全て封入されていた。 
○ 世帯からの質問は少なかったが、住宅の床面積がわからないので確認にきた人（管理人室
に置いてある販売図で対応）や高齢者で質問しながら一緒に記入した人がいた。 

エ 調査を担当した管理人の感想 
○ 思ったよりも手間がかかったが、困ったことはなかった。 
○ 管理人が調査員として調査を行ったため、協力的な人が多かったが、外部の人が調査員を
行った場合は拒否反応を示す世帯があるのではないか。 

○ 事務の繁雑さや訪問回数などを考えると、日常の勤務時間内では事務をさばけない。 
○ 部屋番号で管理しているので、世帯番号に応じて配布するのがピンとこなかった。 

オ 管理会社の感想 
○ 月曜から金曜の９時から 17 時以外は残業となるので、残業代は会社が払うが，はじめは残
業時間が多かったため、赤字になるのではないかと不安だった（結果的には委託額の金額内
で収まった）。 
○ 今回は協力的であったが、例えば，オーナーが全国各地に散らばっている投資用のマンシ
ョン（全て賃貸として利用）で、住民が全く協力的でないマンションもある。 

カ 地方公共団体の意見 
○ 調査業務を行った管理人から円滑に調査ができたという話があり、管理人に調査をしても
らうのは有効ではないか。 

○ マンション管理会社への委託については、平成 26 年度からマンション管理会社等との調整
が必要。国、都道府県が事前に調整を行い、区市町村の委託業務を支援することが必要。 
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（２）管理会社等の管理人等に対する調査実施上の指示伝達の状況 

実査を担った東京都中央区からは、契約の段階等から管理会社等に対し事前に

調査員業務について説明を密に行っていたため、特段の不具合が発生したとの報

告は受けていない。 

また、調査実施上の指示伝達の主な局面としては、調査員事務打合せ会の場が

あるが、地方公共団体と管理会社等が委託契約の説明の段階から調査の重要性等

について話しあってきたため、指示伝達に支障はなかった。 

さらに、試験調査においては個別に特段の指示を出す必要は生じなかったこと

から不具合は発生していない。 

※ 調査員事務を委託できる範囲がオートロックマンションや社会福祉施設と

いった調査対象を特定していることから、その調査対象の状況が把握できてい

る管理会社との委託契約では、不具合等は発生しづらいと考えられるが、地方

公共団体における委託契約の説明や会計上の調整などは、負担があるものと考

えられる。 
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「調査員」と「調査員業務の委託契約を締結した集合住宅等の管理会社等」

との業務等の相違点

統計調査において調査員が行う、調査対象への調査票の配布、回収及びその検査等のいわゆる調

査員業務の実施に当たり、個人を調査員として任命するか、集合住宅等の管理会社等に対し業務請

負として委託契約により行うかによる業務等の差異は、報酬を調査員に直接支払いするか、管理会

社等に支払うかの違いによるものであり、基本的には調査員が実施している事務を管理会社等が請

負として実施ことにある以外、差違は無い。

○ 相違点                                     （下線の部分は相違点）

調査員
調査員業務の委託契約を締結した
集合住宅等の管理会社等

市町村は、調査員候補者を都道府県に推薦 市町村は、集合住宅等の管理会社等と調査員業務の委託契

約を締結国は、調査員（公務員）として任命

市町村は、調査員に調査員報酬を交付 市町村は、集合住宅等の管理会社等に調査員業務の報酬を

支払う
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（２）報告を求めるために用いる方法の変更等 
イ 調査方法の変更 
（エ）調査員による他計報告調査の併用に係る審査メモで示された確

認事項に対する回答 
 

１ 「ト 住宅の建て方」 

今回の本調査事項に係る他計報告方式の変更は、オンラインで回答しなかった調査

対象世帯のみについて行い、オンラインで回答した調査対象世帯の場合については調

査員が調査区要図等の情報から調査員記入欄に記入することが困難であるとして調

査対象世帯の自計報告方式のままとすることとしているが、オンライン回答を行う調

査対象世帯に対しても他計報告方式とする余地がないかについて確認する必要があ

ると考える。 

 

１ オンライン調査と紙の調査票の記入負担 

（１）オンライン調査においては、紙の調査票に比べ世帯に係る記入者負担が軽減さ

れると考えている。紙の調査票の場合、マークを塗りつぶす方法（OCR 機で読み

込む）を採用している。一方、オンライン調査の場合は、世帯が選択したところ

をチェックする方法で回答できることから、紙の調査票より記入する負担は軽減

されるものと考えられる。 

 

（２）紙の調査票による自計報告から他計報告にした理由として、紙の調査票を使用

して記入する者のできる限り負担軽減を図る目的と、住宅・土地統計調査におい

ても、調査員により他計報告方式を採用し、調査を実施していることから、調査

員による把握が容易であると考えられ得る。 

   また、オンライン調査において、「住宅の建て方」を他計報告方式として、調

査員から確認することとした場合、オンライン回答分と調査員把握分の二重のデ

ータ管理が必要となり、市町村での照合事務などが大幅に増えることから、オン

ライン調査では、他計報告方式を採用しないことと考えている。 

 

２ 「タ 世帯の種類」 

本調査事項については、「住宅の建て方」同様にオンラインで回答を行う調査対象

世帯の場合には、調査員により記載が困難であることなどから、統計局は自計報告方

式によることとしているが、オンライン回答を行う調査対象世帯に対しても他計報告

方式とする余地はないかについて確認する必要があると考える。 

 

２ オンライン調査で他計報告としない理由 

オンライン調査では、紙の調査票に比べ、世帯にとって記入者負担が軽減される

と考えている。一方、「世帯の種類」を他計報告方式にした場合、調査員による実

施事務の輻輳や市町村での確認事務、国における集計業務への影響があることが想

定されるため、オンライン調査では、他計報告方式を採用しないことと考えている。 
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（３）集計事項及び調査結果の公表の期日の変更に係る審査メモで示さ
れた確認事項に対する回答 

 

１ 公表の期日の早期化、集計体系の再編等 

① さらなる公表の早期化を図ることができないのか。 

 

【回答】 

オンライン調査の全国展開を始め、産業・職業分類同時格付や統計センターにおけ

る集計業務の効率化により、前回と比べ、全体として 10 か月の早期化（37 月→27 月）
を図る予定だが、現時点ではこれらを超える効率化は想定しがたく、さらなる早期化

は厳しいと考える。なお、次回の大規模調査となる平成 32 年調査においても、今回

の平成 27 年調査同様の公表を考えている。 

 

② 従前は産業等基本集計として公表されていた 53 表のうち 18 表は、世帯構造等基

本集計として集計・公表されることから、次表のとおり前回公表時期との比較では

５か月遅れでの公表予定となっている。 

これらの 18 表について、結果利用の観点等から、従前の公表期日と比べ５か月

遅れることによる支障は生じないのか、また、世帯構造等基本集計自体の公表を就

業状態等基本集計と同時期とすることにより、18 表の公表時期を前回と同様の時期

とできないのか。 

 

【回答】 

産業分類・職業分類の同時格付に伴い、業務の効率化を実現させることにより、産

業及び職業の集計が同時期に可能となるが、従来の産業等基本集計と職業等基本集計

で作成していた全ての結果表の公表を早期化することは、人員の都合上厳しいと考え

る。 

そのため、基本的には従来の産業等基本集計の「就業状態及び産業」に係る結果表

と、職業等基本集計の「職業」に係る結果表を併せて「就業状態等基本集計」とし、

その他を「世帯構造等基本集計」として再編する予定である。 

ただし、産業等基本集計で公表していた世帯に係る結果表のうち、ニーズが高く、

照会も多いいわゆる「共働き世帯・専業主婦世帯」、「子育て世帯」、「母子・父子世帯」

等の基本数は、就業状態等基本集計で公表することとしており、ニーズ等も踏まえな

がら体系を見直すことによって、従前に比べ５か月遅れとなる結果表（18 表分）は存

在するものの、大きな支障はないものと考える。 

また「世帯構造等基本集計」は、前回の｢職業等基本集計｣より２か月の公表早期化

を図っているところである。 
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(参考)５か月遅れとなる結果表における基本数が「世帯構造等基本集計」の公表前

に把握できる結果表 

ニーズの高い集計事項 平成 27 年調査 結果表番号 

共働き世帯・専業主婦世帯数、子

育て世帯数注） 

【就業状態等基本集計】第 19 表、第 20 表 

高齢夫婦世帯数 【人口等基本集計】第 35 表、第 36-1、-2 表 

母子世帯数 【就業状態等基本集計】第 20 表 

父子世帯数 【就業状態等基本集計】第 20 表 

現住居における居住期間別人口 【移動人口集計(男女・年齢)】第 8表 

 
注）国勢調査においては、「共働き世帯」、「専業主婦世帯」、「子育て世帯」という集計項目はないが、

例えば、これらを以下の定義とした場合、把握できる結果表を挙げている。 

共働き世帯  ： 「夫が就業者」かつ「妻が就業者」の一般世帯 

専業主婦世帯 ： 「夫が就業者」かつ「妻が非就業者」の一般世帯 

子育て世帯  ： 「20 歳未満の子供のいる」一般世帯 

 

２ 調査事項の追加・削除に伴う所要の変更等 

追加予定の集計表に係る個別の追加理由、把握できる情報、想定される利用者ニーズ

 

【回答】 

調査事項の削除に伴い、前回から 39 表削除※する（ほか、表の統合により１表削除）

一方、利用者の利便性やニーズを踏まえ、15 表を新規に追加する。その他、利便性を

考慮し、結果表の作成単位や様式を一部変更する。 

なお、新旧の集計区分別結果表数については別紙１、追加する各結果表から把握で

きること及び追加理由は別紙２、結果表のイメージは別紙３を参照のこと。 
 

※ 「在学、卒業等教育状況」の削除に伴うもの 15 表、「従業地又は通学地までの利用交通手段」の削除に伴

うもの 16 表、「住宅の床面積」の削除に伴うもの８表 
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